モデル事業実施施設・事業報告書

【（様式③）モデル事業に対するコンサルタントの評価】

１．対象事業（対象作業科目）の選定内容についての評価
	［キーワード］

　・ウエス事業の成功要因を踏まえた戦略的な事業活動が求められる

	［評価］

　・ 選定した「ウエス事業」は南風荘全体がかかわる共通事業であり、事業に携わる職員・利用者も多く、売上金額も大きい。つまりウエス事業による工賃アップの取り組みは、法人全体に与える影響が大きいことから、この事業を対象と捉えたことは本質的取り組みであり、極めて意義深いことと考える。

　・ ウエスの事業分野は成長分野ではなく、新規参入は少ない。逆に少数大手が市場を寡占化しつつあるので、この分野で事業を拡大していくためには、戦略的な発想と行動力が求められる。

　・ 障害特性を生かした「丁寧な製品作り」を武器にして、新しい顧客を拡大する必要がある。


２．具体的数値目標の達成度の評価（今後の達成の見通し）
	［キーワード］

　・目標達成のための体制整備が先決である

	［評価］

　・ 今年度は現状分析による問題の明確化と目標設定（計画）の年と位置付け、数値目標達成のための具体的行動は取れていない。従って達成度としてはゼロである。

・ 工賃アップに必要なウエス事業の改善目標を設定したが、達成のためには下記の諸体制を整備、強化することが先決である。

①営業力拡大のための組織編成

②生産性向上のための生産施設・設備集約

③職員のマネジメント能力取得向上のための教育計画

④利用者への公正でやる気の出る報酬制度の構築


３．改善計画・実行スケジュールの評価
	［キーワード］

　・プロジェクトでの改善ははじめての試み

	［評価］

　・ 4つのテーマを改善し、目標達成していくために4つのプロジェクトチームを編成しプロジェクト推進計画を立案した。様式はコンサルタントが提案したが、内容は各プロジェクトリーダーが計画した。

・ 平成19年度はこのプロジェクトで目標達成行動を継続的に推進することが必要となる。

・ 今後は各プロジェクトの推進状況を調整・管理していく機能（能力）が法人として必要となり、プロジェクト推進会議等の定期開催が求められる。

・ 組織体質改善の取り組みについて、目標を持ってプロジェクトで推進していくことは、南風荘のメンバーでは始めての試みである。


４．地域ネットワーク会議の果たした機能についての評価
	［キーワード］

　・各委員からの意見集約のために毎回白熱した討議が行われた

	［評価］

　・ ネットワーク会議は毎回熱のこもったもので、時間を忘れるほどであった。

　・ 会議の場ではコンサルタントは福祉事業の実態を理解するし、施設側は効率的経営・事業活動について学ぶ有意義な機会であったと考える。

　・ 行政（障害者の雇用開発の立場）からも情報、意見が提出されたことが有意義であった。

　・ このモデル事業が単年度のみの取り組みで終わるのではなく、次年度へとつながって大きな成果を挙げるためには、行政のバックアップをはじめ様々な継続的な支援、指導が必要であると考える。

・ 改善の推進状況を見守り、叱咤激励する役割として地域ネットワーク会議の場が今後も重要であるので引き続き開催することが必要であると考える。


５．職員の意識・利用者（家族）の意識についての評価
	［キーワード］

　・職員への説明会を実施したが、理解のためには継続的取組が必要

　・利用者への説明は未実施

	［評価］

　・ 職員への説明会は1回実施したが、1回の説明だけでは「自分の業務をどれだけ変革させなければならないのか」を認識できたとは思えない。継続した取組が必要である。

　・ 職員参加の改善プロジェクトを発足させることから、主な職員はその推進を通じて理解が促進するであろうと考えられる。

　・ いずれにせよ経済・経営・マネジメント等についての計画的な教育訓練が不可欠である。

・ まず職員が変革する必要性を自覚できなければ、利用者へは説得できないと考える。

・ 利用者への説明は、上記タイミングをしっかり見てから行うことが重要である。


６．総合評価
	［キーワード］

　・来年度成果を出すための具体的行動を起こす

	［評価］

　・ このモデル事業で南風荘の中心的事業であるウエス事業の現状分析・実態調査を行い、工賃アップに必要な客観的問題点が浮き彫りになった。

・ 今年度はPDCAサイクル（Plan（計画）→Do（実施）→Check（チェック）→Action（改善））のP（計画段階）の年であり、課題解決のために必要なテーマの決定、プロジェクト推進メンバーの決定、推進計画の立案までを終えることができた。

・ 従って来年度からDo（実施）→Check（チェック）→Action（改善）を回し、具体的改善を実現させていくこととなる。

　・ このモデル事業での取り組みを十分活用し、来年度は改善行動を実施し、具体的成果を出していくことが重要である。


７．今年度の取り組みにおける反省点、今後の課題・展望
	（今年度の取り組みにおける反省点）

　・ 事業開始から最終報告（年度末）までの時間が半年程度と短いために、現状分析・問題発見・改善のための計画策定にとどまっている。

・ 具体的な成果を出すには複数年度の取組が必要であり、コンサルとして改善や目標達成を見届けるためには継続的なモニタリング、フォロー活動を実施したいと考える。できれば平成19年度以降も何らかの支援策を設計していただけるとありがたい。
（今後の課題・展望）

・ 福祉施設の利用者の工賃アップというのは、一言で言うと福祉施設の授産事業が他の民間企業との競争に打ち勝って存在基盤を拡大していくということである。

・ 一般論として、今まで福祉の世界で生きてこられ、経済・経営の分野、いわゆるビジネス感覚の希薄な法人管理者がそれを実現していくには、単に勉強するだけでなく、様々な変革を実現させていく覚悟と周囲の支援が不可欠である。

・ 職員へ変革を求めるための教育訓練だけでなく、まず法人管理者自らが変革することが最も重要な事項であるから、それらを支援するための研修会等の企画開催が、切に求められる。


８．工賃水準ステップアップ事業（モデル事業）のすすめ方に対する意見・提案
	・コンサルタントの立場から－今後工賃アップに取り組むコンサルタントへのアドバイスなど

・ 現状分析、問題発見のためには内部資料やデータの整備・備蓄が重要であるが、南風荘だけでなく、各施設とも共通して収集されていないのではないかとの懸念がある。現状分析を行うために一から情報収集するとなると、時間が問題である。

・ 福祉施設の置かれている環境、及び職員の特性を理解することが重要である。

経済・事業活動とは何か、厳しい競争を勝ち残るためには何が成功要因なのかなどをコンサルタントと施設側が共有することが必要である。

・ 職員意識の変革、教育訓練が極めて重要。

前述のように、工賃アップとは企業経営における利益（付加価値）アップに他ならないので、要は一般企業の経営改善とテーマや手法は同じであるが、改善のために投入できる「人材の質と量」が問題である。

 勝ち残るための戦略を立案できたとしても、利益（付加価値）アップに必要な営業活動や生産活動に投入できる人材の質と量は極めて少ない。経営改善の専門家と福祉の専門家はコンピテンスが異なるからである。

 これを解決できなければ工賃アップは結局画餅となる。


